
「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： - 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： 640 千円

該当施策概要

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

通し番号  98 

①　暴力の実態が的確に把握できるデータ等の在り方について検討する。
　　 被害者への効果的な支援施策に資するための広報・周知方策について検討す
　る。
　　 児童の性に着目した新たな形態の営業など、若年層を対象とした暴力の多様化
　を踏まえ、その実態把握に取り組むとともに、若年層に対する啓発活動、教育・学
　習の充実を図る。
　　 児童の性的搾取等に係る対策を推進する。

（４）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

児童の性的搾取等に係る対策の基本計画の英訳

　国際社会においては、国連特別報告者から訪日報告書の中で「娯楽産業において児童
が性の商品として扱われている」と指摘されるなど、我が国における児童の性的搾取等に
係る対策に対して厳しい目が向けられている。
　一方、国内においては、平成28年４月以降、国家公安委員会が、児童の性的搾取等に
係る対策に関し関係府省庁間の必要な総合調整等を行うこととなったところであり、これ
を受け28年４月以降、国家公安委員会は関係府省庁連絡会議を開催しており、28年度末
には児童の性的搾取等に係る対策の基本計画を策定する予定である。
　このような現状を受け、我が国における児童の性的搾取等に係る対策の基本となる前
記計画を英訳し、同計画の内容を諸外国に向け発信することにより、児童の性的搾取等
に係る対策に関し、国際社会での我が国に対する評価の向上を図る。

機構定員要求

　上記関係府省庁連絡会議において検討して犯罪対策閣僚会議において決定した児童
の性的搾取等に係る対策の基本計画を英語に翻訳した上で公表し、諸外国に向け発信
する。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

担当府省庁
警察庁

生活安全局少年課

その他（具体的に）
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○ 国 家 公 安 委 員 会 に 総 合 調 整 権 限 を 付 与

・ 犯 罪 対 策 閣 僚 会 議
第 三 次 決 定

児
童

の
性

的
搾

取
等

対
策
に
係

る
当

面
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

（案
）

○ 犯 罪 対 策 閣 僚 会 議 基 本 計 画 決 定

○ 関 係 府 省 庁 連 絡 会 議 ( 局 長 級 ) 基 本 計 画 案 策 定

○ 与 党 根 回 し

○ パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト

○ 基 本 計 画 素 案 各 関 係 府 省 庁 内 の 説 明

○ 関 係 府 省 庁 連 絡 会 議 ( 局 長 級 ) 設 置

○ 関 係 府 省 庁 連 絡 会 議 ( 局 長 級 ) 基 本 計 画 骨 子 策 定

○ 第 二 回 Ｗ Ｇ( 課 長 級 ) 基 本 計 画 骨 子 検 討 等

○ 第 三 回 Ｗ Ｇ( 課 長 級 )  基 本 計 画 骨 子 了 承

○ 第 四 回 Ｗ Ｇ( 課 長 級 )  基 本 計 画 素 案 策 定 作 業 開 始

○ 第 五 回 Ｗ Ｇ( 課 長 級 ) 

○ 第 六 回 Ｗ Ｇ( 課 長 級 )  基 本 計 画 素 案 了 承

○ 関 係 府 省 庁 連 絡 会 議 ( 局 長 級 )   基 本 計 画 素 案 策 定

○ 第 七 回 Ｗ Ｇ( 課 長 級 ) パ ブ コ メ を 受 け た 調 整

・ 児 童 ポ ル ノ 排 除 Ｗ Ｔ ・ Ｗ Ｇ 廃 止

犯
罪

対
策
閣
僚
会
議
申
合
せ

・ 第 一 回 Ｗ Ｇ( 課 長 級)

第 三 次 案 了 承

・ 関 係 府 省 庁 連 絡 会 議( 局 長 級)
第 三 次 案 決 定

○ 関 係 府 省 庁 Ｗ Ｇ( 課 長 級 ) 設 置

H2
8・

７
・

29
 時

点
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： - 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： 7,808 千円

該当施策概要

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

通し番号  99 

①　暴力の実態が的確に把握できるデータ等の在り方について検討する。
　　 被害者への効果的な支援施策に資するための広報・周知方策について検討す
　る。
　　 児童の性に着目した新たな形態の営業など、若年層を対象とした暴力の多様化
　を踏まえ、その実態把握に取り組むとともに、若年層に対する啓発活動、教育・学
　習の充実を図る。
　　 児童の性的搾取等に係る対策を推進する。

（４）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

携帯電話販売店に対するフィルタリング推奨状況の実態調査

　　インターネットに起因する犯罪から児童を守るためには、フィルタリングの利用率を高め
ることが必要である。また、保護者が児童のスマートフォン等にフィルタリングを利用する
のは任意であることから、全ての保護者に接触する携帯電話の契約現場において、保護
者にフィルタリングの説明・推奨が適切になされることが重要である。
　　このような状況を受け、フィルタリング利用に係る実態調査を実施するとともに、結果等
を広報啓発することで、国民のフィルタリングに対する関心を高める。

機構定員要求

　　全国の携帯電話販売店から調査対象店舗を抽出してフィルタリング推奨状況の実態調
査を行う。
　　調査結果からフィルタリング普及の阻害要因を把握し、今後の促進方策を検討・実施
することにより、フィルタリングの一層の普及を図る。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

担当府省庁
警察庁

生活安全局少年課

その他（具体的に）
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れ
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ォ
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図
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青
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用
環
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査
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イ
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」

↓
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： 3,086 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： 3,086 千円

該当施策概要

警察庁

生活安全局①少年課②情報技術犯罪対策課

その他（具体的に）

①　暴力の実態が的確に把握できるデータ等の在り方について検討する。
　　 被害者への効果的な支援施策に資するための広報・周知方策について検討す
　る。
　　 児童の性に着目した新たな形態の営業など、若年層を対象とした暴力の多様化
　を踏まえ、その実態把握に取り組むとともに、若年層に対する啓発活動、教育・学
　習の充実を図る。
　　 児童の性的搾取等に係る対策を推進する。

通し番号  100 

（４）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

出会い系サイト及びコミュニティサイト利用等のインターネット利用に係る児童等の犯罪被
害等を防止するための啓発資料の作成・配布

　　児童のスマートフォン所有率が上昇する一方、フィルタリング利用率の低調や、コミュニ
ティサイトの利用に起因する犯罪被害児童数の増加等、児童を取り巻くインターネット利用
に係る環境は極めて憂慮すべき状況にある。
　　このような状況を受け、スマートフォンに対応したフィルタリングの普及や児童のモラル
教育の充実、広報啓発の推進を図ることで、コミュニティサイト利用等インターネット利用に
よる犯罪被害等を防止する。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

機構定員要求

全国で発生している被害事例や非行事例を集約し、出会い系サイトやコミュニティサイト等
のインターネット利用に係る犯罪被害等を防止するための各種リーフレットを作成し、各都
道府県警察を通じて非行防止教室等の機会に活用・配布するとともに、警察庁ウェブサイ
トに掲載する。

担当府省庁

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算
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す
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．
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○
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２
７
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９
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Ｇ
Ｐ
Ｓ
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付
近
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検
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プ
リ
等
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よ
り
、
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マ
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フ
ォ
ン
特
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の

被
害
が
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発

「
ス

マ
ー

ト
フ

ォ
ン
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の
普

及
を

踏
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え

た
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犯
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め
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組
の
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つ
い
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（
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安
局
長
通
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（
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○
保
護
者

に
対
す
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広
報
啓
発
の
強
化

○
児
童
に
対
す
る
情
報
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ラ
ル
教
育
の
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進

○
携
帯
電

話
事
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者
に
対
す
る
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徹
底
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啓
発

用
リ
ー
フ
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ト
の
作
成
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作
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。

○
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： 63,858 千円 の内数
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： 56,916 千円 の内数

該当施策概要

通し番号  101 

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

①　暴力の実態が的確に把握できるデータ等の在り方について検討する。
被害者への効果的な支援施策に資するための広報・周知方策について検討する。
児童の性に着目した新たな形態の営業など、若年層を対象とした暴力の多様化を踏ま
え、その実態把握に取り組むとともに、若年層に対する啓発活動、教育・学習の充実を図
る。
児童の性的搾取等に係る対策を推進する。

（４）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

防犯教育の推進
（学校安全教室の推進）

　車で連れ去られ監禁被害に遭う等、子供が登下校中に巻き込まれる事件・事故等が依
然として発生しているため、学校における防犯教育を充実させ推進していく必要がある。

機構定員要求

　学校における防犯教室をはじめとする学校安全教室の講師となる教職員に対する講習
会等を実施し、教職員の指導力の向上を図るとともに、小学校低学年向けリーフレットを
作成・配布することによる効果的な防犯教育の推進を支援。

文部科学省

初等中等教育局健康教育・食育課

その他（具体的に）

担当府省庁
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

28年度当初予算： 千円
28年度一次補正予算： 千円
28年度二次補正予算： 千円

29年度要求予算： 千円

○

該当施策概要

通し番号  102 

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

①　「ひとり親・多子世帯等自立応援プロジェクト」 を着実に推進し，ひとり親のための相
談窓口のワンストップ化を進めるほか，ひとり親の就業による自立を基本に，子育て・生
活支援，子供の学習支援等を総合的に行う。また，養育費の履行を確保するため，財産
開示制度等に係る所要の民事執行法の改正を検討する。さらに，児童扶養手当について
は，ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進を図る観点から，引き続き所要の改善措置
を検討する。

（１）ひとり親家庭等への支援

２．女性活躍のための安全・安心面への支援

民事執行法制の見直し

　平成１５年の民事執行改正により創設された財産開示手続について，債務者財産に関
する情報開示としての実効性が必ずしも十分でなく、利用件数もそれほど多いとはいえな
い実情にあるとして，この制度の在り方を見直す必要があるとの指摘がされていることに
加え，平成２７年１２月２５日に閣議決定された「第４次男女共同参画基本計画」では，養
育費の履行を確保するため，この制度について所要の検討をすることとされたことから，
債務者財産の開示制度の実効性を向上させるなどの民事執行法制の見直しについての
検討を行う。

機構定員要求

平成２８年９月，法制審議会に諮問予定

法制審議会に，債務者財産の開示制度の実効性を向上させ，不動産競売における暴力
団員の買受けを防止し，子の引渡しの強制執行に関する規律を明確化するなど，民事執
行法制の見直しについて諮問する。

法務省

民事局参事官室

その他（具体的に）

担当府省庁
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民事執行法制の見直しについて 

債務者財産の開示制度の実効性を向上 

不動産競売における暴力団員の買受けを防止 

子の引渡しの強制執行に関する規律を明確化 

【背景】 
○ 平成１５年改正で，差押えの対象となる債 
 務者財産に関する情報を債務者自身に陳 
 述させる「財産開示手続」を創設 
○ 「財産開示手続」の利用実績は年間１００ 
 ０件前後と低調。債務者の不出頭や虚偽陳 
 述に対する罰則が弱い等の指摘 
○ 養育費の履行確保に役立つとの観点から 
 も制度の拡充を求める意見 
  ※第４次男女共同参画基本計画(H27.12) 

【主な論点】 
○ 売却後の取戻しが困難という特性を踏ま 
 え，売却手続の過程で暴力団員の買受けを 
 制限する方策等を検討  
 ・ 警察が保有する情報の活用の在り方 
 ・ 新たな執行妨害を防止し，競売手続を遅 
  滞させないための工夫 
○ 暴力団関係者の買受けの制限の可否 
 ・ 暴力団員が役員である会社 
 ・ 元暴力団員，暴力団員の配偶者 

【背景】 
○ 暴力団員の買受け自体を制限する規定 
 なし 
○ 不動産競売で入手した物件を暴力団事 
 務所として利用する事例等の発生 
○ 国･自治体の入札のほか民間の不動産 
 取引でも暴力団排除の取組が進展 
  ※「世界一安全な日本」創造戦略(H25.12) 

【背景】 
○ 現行法に明文の規定なし（動産の引渡し 
 の強制執行の規定を類推適用） 
○ 子の引渡しを命ずる裁判を適切に実現 
 し，子の福祉に十分配慮するという観点か 
 ら，明確な規律の整備を求める意見 
○ 国際的な子の返還に関する規律はハー 
 グ条約実施法により整備済み(H25.6) 

【主な論点】 
○ （ハーグ条約実施法と同様に）間接強制 
 金の支払を命じてもなお自発的に引き渡さ 
 ないときに限り，直接的な強制執行を開始 
 するか 
○ （ハーグ条約実施法と同様に）子と債務 
 者とが一緒にいるときに限り，直接的な強   
 制執行の着手を認めるか 
  

【主な論点】 
○ 第三者から情報を取得する制度を新設 
 ・ どのような機関から，どのような情報を取 
  得するか（例：銀行から債務者の預金情報を 
  取得）   
 ・ 情報提供者の事務負担や債務者の秘密保 
  護への配慮 
○ 現行の財産開示手続の改善 
 ・ 債務者の不出頭や虚偽陳述に対する罰 
  則を強化するか 

 昭和５４年 民事執行法制定 

 平成１５年，１６年  社会・経済情勢の変化への対応や，権利実現の実効性
■■ ■■■ ■ ■ ■向上という観点からの全般的な改正  

 近時，手続の更なる改善に向けて，いくつかの個別的な検討課題が指摘 
                  →民事執行法制の見直しが必要 

主な検討課題 

背景 

－284－




